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法人税法施行令等の一部を改正する政令要綱 

 

一 法人税法施行令の一部改正（第１条関係） 

１ 外国法人に対して行う現物出資について、適格現物出資の対象から除外され

る現物出資に係る移転資産である無形資産等の範囲を定めるほか、所要の措置

を講ずることとする。（法人税法施行令第４条の３関係） 

２ 公益法人等の収益事業の範囲について、次の事業を収益事業から除外する措

置を講ずることとする。（法人税法施行令第５条関係） 

⑴ 広域的運営推進機関が電気事業法に規定する広域系統整備交付金交付等業務

として行う金銭貸付業 

⑵ 国民健康保険団体連合会が国等の委託を受けて行う請負業（一定の要件に該

当するものに限る。） 

３ 減価償却資産の範囲に、無形固定資産として漁港水面施設運営権を加えるこ

ととする。（法人税法施行令第13条関係） 

４ 資本的支出の取得価額の特例について、漁港水面施設運営権の存続期間の更

新に伴い支出する金額が資本的支出として損金不算入となる場合には、その漁

港水面施設運営権と種類を同じくする減価償却資産を新たに取得したものとす

ることとする。（法人税法施行令第55条関係） 

５ 第二次納税義務に係る納付税額の損金不算入制度における国税徴収法の第二

次納税義務の規定により納付すべき国税等に準ずるものの範囲に、地方税法の

偽りその他不正の行為により地方団体の徴収金を免れた株式会社の役員等の第

二次納税義務の規定の例により納付すべき特別法人事業税に係る徴収金等を加

えることとする。（法人税法施行令第78条の２関係） 

６ 国庫補助金等で取得した固定資産等の圧縮額の損金算入制度について、対象

となる国庫補助金等の範囲に次の助成金を加えることとする。（法人税法施行令

第79条関係） 

⑴ 国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法に基づく国立研究

開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構の供給確保事業助成金 

⑵ 独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構法に基づく独立行政法人エネル

ギー・金属鉱物資源機構の供給確保事業助成金 

７ 暗号資産の１単位当たりの帳簿価額及び時価評価金額について、次のとおり

整備を行うほか、所要の措置を講ずることとする。（法人税法施行令第118条の
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５～第118条の12関係） 

⑴ 譲渡についての制限その他の条件が付されている暗号資産であってその条件

が付されていることにつき適切に公表されるための手続が行われているものの

範囲、特定譲渡制限付暗号資産の評価の方法の選定の手続等の細目を定める。 

⑵ 暗号資産の１単位当たりの帳簿価額について、特定譲渡制限付暗号資産は、

特定自己発行暗号資産等と区分し、かつ、自己発行暗号資産に該当するものと

該当しないものとに区分して算出する。 

８ 特定支配関係のある他の法人から一定の配当等の額を受ける場合に、その配

当等の額に係る益金不算入相当額を減算して当該他の法人の株式等の帳簿価額

を算出する特例について、特定支配日の属する事業年度に受ける配当等の額に

ついても、その減算する金額を特定支配後増加利益剰余金額超過額に達するま

での金額とする計算の特例の適用を受けることができることとする。（法人税法

施行令第119条の３関係） 

９ 外国税額控除制度における外国法人税について、その範囲に自国内最低課税

額に係る税は含まれるものとし、外国における各対象会計年度の国際最低課税

額に対する法人税に相当する税及び外国を所在地国とする特定多国籍企業グル

ープ等に属する構成会社等に対して課される一定の税は含まれないものとする

こととする。（法人税法施行令第141条関係） 

10 各対象会計年度の国際最低課税額に対する法人税について、次の見直しを行

うこととする。 

⑴ 最終親会社の範囲から除外される政府関係会社等の範囲の細目を定める。

（法人税法施行令第 155 条の４関係） 

⑵ 適格適用者変更税額控除額がある場合等における個別計算所得等の金額及び

調整後対象租税額の計算の細目を定める。（法人税法施行令第 155 条の 18、第

155 条の 24 の２、第 155 条の 35 関係） 

⑶ 配当控除所得課税規定の適用を受ける場合における国別グループ純所得の金

額から控除する金額の細目を定める。（法人税法施行令第 155 条の 38、第 155

条の 46 関係） 

⑷ 自国内最低課税額に係る税に関する適用免除基準について、その対象となる

自国内最低課税額に係る税に関する法令の要件の細目を定める。（法人税法施

行令第 155 条の 54 関係） 

⑸ 収入金額等に関する適用免除基準について、構成会社等が連結除外構成会社
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等である場合におけるその判定の基礎となる収入金額等の計算方法の細目を定

める。（法人税法施行令第 155 条の 55 関係） 

11 特定多国籍企業グループ等報告事項等の提供義務の免除の要件について、特

定多国籍企業グループ等の最終親会社等の所在地国の税務当局に提供される特

定多国籍企業グループ等報告事項等に相当する事項は、当該特定多国籍企業グ

ループ等に属する内国法人が提供することとされているものの全部を含むもの

とすることとする。（法人税法施行令第212条関係） 

12 その他所要の規定の整備を行うこととする。 

 

二 法人税法施行令の一部を改正する政令（令和５年政令第208号）の一部改正（第

２条関係） 

１ 各対象会計年度の国際最低課税額に対する法人税における令和６年４月１日

から令和８年12月31日までの間に開始する対象会計年度（令和10年６月30日ま

でに終了するものに限る。）に係る適用免除基準について、構成会社等又は共同

支配会社等が恒久的施設等を有する場合におけるその判定の基礎となる収入金

額等の計算方法の細目を定めることとする。（法人税法施行令の一部を改正する

政令附則第４条関係） 

２ 特定多国籍企業グループ等報告事項等の提供義務の免除の要件について、そ

の提供の期限が令和８年６月 30 日に延長されている場合には、同日までに最終

親会社等の所在地国の税務当局に特定多国籍企業グループ等報告事項等に相当

する事項が提供されていること等とする。（法人税法施行令の一部を改正する政

令附則第４条の２関係） 

 

三 施行期日 

この政令は、別段の定めがあるものを除き、令和６年４月１日から施行するこ

ととする。（附則第１条関係） 


